
１．はじめに
全世界的に蔓延した新型コロナウイルスによる感染被害を拡大させないた

めに，欧米やアジア諸国では都市封鎖（ロックダウン）が実施され，消費者

の行動を制限した。日本では，２０２０年４月に緊急事態宣言が発出されて以

来，度重なる不要不急の外出自粛や商業施設の営業制限が促され，消費者生

活の変化が強いられた。これにより，消費者の心理も大きな影響を受け，価

値観や行動様式に変容がもたらされている。これまでも，２００１年の９１１テ

ロ事件，２００８年のリーマン・ショックなど様々な社会的変動が消費者の行

動様式や価値観に変化を与えており，２０１１年３月１１日に発生した東日本大

震災による影響は記憶にあたらしい。本研究は，初めて緊急事態宣言が発出

されてから一年，消費者の価値観や行動様式にどのような影響を与えたかを

検証することを目的とし，その上で企業はどのようなマーケティングIT戦

略を展開すべきかについて提言する。

まずは，東日本大震災が消費者に与えた影響について振り返る。特徴的な

意識の変化として，安心と絆の価値観が高まった（野口ら２０２１）ことが挙

げられる。大規模な震災により，消費者の日常が突如として非日常化し，身

近な人や住む場所を失う恐怖を感じることで，消費者の意識が向いたのが安

心と絆であった。これにより，消費者は家族を重視する生活に価値観を置く

ようになり，５年以内に結婚を考える人々も増加し，親との同居や職場に近
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い場所に居住する意向（桑山ら２０１３）も高まった。消費活動についても，

被災地支援を意図したエシカル消費や応援消費などが広まり（石塚 ２０１２），

お互いに助け合うことが注力されるようになった。被災地でのボランティア

活動は連日のように行われ，個人で物を所有するのではなく，必要なときに

グループで利用するシェアリングエコノミーも広がった。これは，ウイルス

感染を避けるために物の所有志向へ転換しているコロナ禍の考え方とは正反

対である。また，震災後はボランティアなど共助の精神が重んじられたが，

コロナ禍では外出自粛にともない小集団生活へシフトし，自身で何とかしよ

うという自助の精神を有する人が多くなる。SNSが有効的手段として認識さ

れたのも東日本大震災直後のことである。首都圏では，通信回線を含めたラ

イフラインが利用できず，携帯電話サービスも通信制限下に置かれたが，

Twitterによるアドホックな情報共有が活発に行われた。河井ら（２０１３）の

調査によると，災害情報の入手は依然としてテレビ等のマスメディアが多

かったが，避難場所や各種店舗・サービスなどに関連する主な情報は

Twitterから得ていたという。SNSを活用することで，リアルに傍にいなく

ても，家族や友人，さらにはコミュニティーとつながっているといった安心

感が与えられ，震災後は消費者による一人行動が増加している。これによ

り，自身の内面性に関心を抱くようになり，自己実現を求める行動の傾向が

高まった。

コロナ禍における消費者行動について，全国的に蔓延し始めた当初から，

様々なシンクタンクから日本市場の変化に関する報告（Accenture 2020,

Boston Consulting Group 2020, EY Strategy and Consulting 2020, McKinsey

& Company 2020, PwC 2020, Roland Berger 2020）がなされている。これ

らに共通する消費者の価値観は，安全・安心，節約・本質，家族・地域に大

別される。安全・安心は，未知なるウイルスの恐怖に対する衛生面での不安

に関するもので，マスク着用や消毒・除菌などの予防を意識した行動も含ま

れる。密になりやすい場所へ出かけることを避け，他人とは物理的に距離を

おく消費者行動は，東日本大震災の場合と異なり孤立感を抱きやすくなる。
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そのため，集団避難所など公助を基本とした人々の結びつきではなく，特定

の小集団で生活するために自助の意識が高まる。野村総合研究所の林ら

（２０２１）の調査・分析によると，長引くコロナ禍の中で，生活満足度は低下

しているものの，ITやデジタルを上手く活用できる人は生活満足度を維持

できているという。久我（２０２１）による調査・分析でも，コロナ禍ではネッ

ト通販やゲーム，食事のデリバリー，イエナカ生活を充実させる生活必需品

の需要増加が指摘され，これら商品やサービスを上手く活用できている消費

者 の 生 活 満 足 度 は 高 く な る と 推 測 さ れ る。海 外 の 事 例 と し て，

Chronopoulos et. al（２０２０）によれば，早い時期から都市封鎖（ロックダウ

ン）を行った英国では，当初消費者購買の落ち込みは激しかったが，都市封

鎖解除後はすぐに元の消費水準まで戻したという。Hesham et. al（２０２１）

によるロジット回帰分析によると，中東サウジアラビアでは女性の方がコロ

ナ禍の影響を強く受け，特に健康に関する意識が高かったという。節約・本

質は，雇用保障に不安を感じ，経済の先行きも不透明であるため，本当に必

要なものを購買するといった消費節約志向を示すものである。Accenture

（２０２０）による調査・分析によると，６４％ の人が新型コロナにより自身の雇

用に影響があるのではないかと不安に感じ，８８％ の人が経済全体への影響

を危惧しているという。Macromill（２０２１）が公表している独自の指数でも，

新型コロナによって多くの人が不安や憂鬱の感情を抱き，得体の知れない不

安感が景況感に影響を与え，消費マインドも冷え込んだと分析している。こ

のようなネガティブな感情が消費節約志向を加速し，特に主婦層および４０

代以上の女性に多いとEY Strategy and Consulting（２０２０）は分析してい

る。また，Boston Consulting Group（２０２０）の調査では，同様な傾向は貯

蓄が少なくローン返済の負担が残る２０-４０代で顕著だという。同時に，本

質追求型の価値観が先行し，消費者購買が低迷する中，目標達成のために必

要なものには購買意識が高まり，オンライン購買は１０％ 増加（McKinsey

& Company 2020）しているという。家族・地域に関しては，政府による外

出自粛要請によるテレワークおよび遠隔授業の増加は家族が一緒に過ごす時
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間を増やし，また食料品の調達も近所のスーパーで済ませることが多くなっ

た。これにより，家族を第一とする価値観が先行し，地域を優先するローカ

ル思考的な消費行動が取られるようになった。このローカル思考は，海外で

も報告されており，Butu et. al（２０２０）はルーマニアにおける生鮮食料品に

ついて，同様の行動様式の変化を確認している。また，家庭内でのデジタル

コンテンツによる娯楽も普及し，オンラインサービスへの需要を拡大させ

た。家族を大切にする価値観は，東日本大震災では絆というキーワードで注

目され，コロナ禍では外出自粛による行動制限から，テレワークや遠隔授業

をニューノーマルとして，新しい行動様式として取り入れている。

McKinsey & Company（２０２０）の調査によると，７０％ 以上の消費者は，コ

ロナ禍以前の家庭外活動に戻ることに違和感を抱き，コロナ禍後でも以前の

ような生活様式に完全には戻らないであろうことを示唆する。米国における

消費者行動に関するSheth（２０２０）の研究でも，コロナ禍で技術開発され普

及したサービスを生活に取り入れることで，以前の行動様式に完全には戻ら

ないだろうと述べている。さらに，Mason et. al（２０２１）によれば，コロナ

禍の米国市場において，必要な商品の探索や様々な情報収集のツールとして

SNS利用が増加したという。さらに，Taha et. al（２０２１）による同様の調査

によると，性別や年齢によってもSNS利用の仕方が異なることが示された。

このように，グローバルに蔓延する新型コロナは，消費者の価値観や生活様

式に大きな影響を与えており，今後企業が効率的な企業活動，とりわけオン

ライン化が加速したコロナ禍以降のマーケティングIT戦略を立案するには，

コロナ禍における消費者行動をきちんと理解することが求められる。本論文

の構成は，２節では新型コロナに関する調査と結果について説明し，３節で

調査結果にもとづく企業のマーケティングIT戦略について提唱して，４節に

おいて全体をまとめる。
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２．新型コロナによる消費者心理に関する調査
２．１．調査内容

２０２０年４月７日に発出された第一回の緊急事態宣言後，および一年経過

して２０２１年４月２５日に発出された第三回の緊急事態宣言直後において，新

型コロナウイルスは消費者に対して，どのような心理的な影響を与え，さら

にコロナ禍の一年の間，どのような変化が生じたかについて調査・分析を実

施した。

・ 調査期間：２０２０年５月６～９日（第一回）

２０２１年５月１２～１７日（第二回）

・ 調査方法：インターネットによるオンライン調査

・ 調査地域：全国４７都道府県

（※サンプル比率は地域ごとの人口統計に従う）

・ 調査対象：１８～６９歳の男女１０００サンプル（有効回答者数）

※但し，第一回と第二回の回答者は同一とは限らずランダムである。

未知なるウイルスに対処するため，外出自粛（ステイホーム）が強く求め

られ，オンラインによる在宅勤務や遠隔授業が幅広く実施された。このよう

な消費者の外界との関わり合いの制限や手段の変更は，消費者心理に大きな

影響を及ぼすため，本調査では消費者の意識変化の観点から，図表１に示す

１３の質問を掲げて５尺度で回答を得た。これら質問は，東日本大震災にお

ける消費者行動や意識との対比で策定している。例えば，東日本大震災で

人々はボランティアとして大勢が現地に集いながら公助したが，新型コロナ

ではステイホームで人とは接触せずに自助が求められる。また，地震は短期

間で一気に大きな被害をもたらしたが，ウイルスは徐々に全国へ蔓延するな

どである。このように，災害の特質が影響に反映されるような調査設計とし

た。さらに，第二回の調査では図表１に併せて，一年間のコロナ禍で生じた

生活変化に関する質問を加えた。
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２．２．調査結果の概要

図表２に，新型コロナによる消費者心理に関する１３の質問に対する回答

を年ごとに対比して示す。新型コロナによるパンデミックは，グローバル規

模で社会全体に対して未知なる脅威を与え，皆が辛い思いを感じながら，い

つ終息するか分からない焦燥感を感じる割合はとても大きい。コロナ禍での

生活を一年間経験し，ワクチン接種による終息への期待を感じながらも，度

重なる外出自粛の要請で，政府や自治体への不信感も高まりつつある。行動

制限に伴い，消費者は外界とのつながりを模索し，SNSは情報収集のためだ

けではなく，情報発信の手段として認識され始めている。海外では，医療従

事者への感謝を表す活動の呼びかけをSNSで行うなどSNSを活用した情報発

信が盛んであり，日本でも同様な意識の高まりが推察される。テレワークや

遠隔授業が推奨され，いままで経験したことのない速度でオンライン化が促

進され，コロナ後の社会の在り方を懸念する声も聴かれる。一方で，企業の

DX推進役はCIOやCTOではなく，新型コロナウイルスだとの皮肉も囁か

れ，消費者の働く環境や価値観などに大きな影響を与えている。また，当初

のマスク不足など特定物資へのニーズの高まりは消費者の不安を煽り，ウイ

ルス感染を回避するための行動として所有志向が高まった。さらに，消費者

が自宅で過ごす時間も長くなり，これまで以上に食事や健康に気を遣うよう

図表１：コロナ禍における消費者の意識変化に関する質問
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になることで，消費者は自身の内面性よりも外面により関心を示している。

２．３．生活改善に関する外的要因の分析

図表３は，コロナ禍の生活を一年間経験して，消費者の暮らしがどのよう

に変化したかの調査結果を表したものである。生活が一時期より改善した

図表２：コロナ禍における消費者の意識変化に関する回答
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（または，そもそも不便を感じていない）と回答したのは６８．６％ であり，初

めて緊急事態宣言が発出された当初よりも，多くの人の生活は改善され，不

便さが軽減されたと感じている。この間，生活における不安が減少したと回

答した人は４６．３％ を占め，未知のウイルスが報告された当初からはだいぶ

落ち着きを取り戻したのが伺える。また，ステイホームを余儀なくされた状

況では，収入が減少するのではないかという経済的側面が危惧されていた

が，５６．３％ の人が収入は変わらないと回答しており，当初の不安が取り除

かれた要因の一つと考えられる。一方，収入が減少したと回答した人は

３７．７％ であり，飲食業や非正規雇用を中心に収入が減少したと推察される。

ただ，労働時間について，減少または失業した割合を併せると２７．７％ であ

ることから，労働時間や負荷の減少に伴わない収入の減収も１０％ 程度存在

すると推測される。このように，コロナ禍における消費者の生活は，収入や

労働などの実質的要因だけで簡単に説明できるものではなく，コロナ禍に特

有な情緒的要因からも影響を受けていると考えられる。そこで，図表１の質

問に対する回答を図表３に示す結果に加え，２０２１年時点での消費者の生活

変化に対するロジット回帰分析１）を実施した。サンプル全体に対するモデル

とデモグラフィックごとの異質性を考慮した性別，年層別，就業別，地域別

１）図表１の自分自身に関する変化のうち，“外出自粛・ステイホーム”の観点は不
便さを問うものであり，本分析の目的変数と重なるため，説明変数からは除外した。

図表３：コロナ禍一年経過後の消費者生活における変化
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図表４-２：消費者生活に関するロジット回帰分析結果
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の各種モデルによる分析結果を図表４-１，４-２に示す。

一年間のコロナ禍を経験して，消費者の生活は一時期より改善されたと感

じられている。緊急事態宣言の発出当初は混乱を招いたものの，消費者ごと

に様々な事情もあるが，現在に至っては一定程度の生活が維持できているこ

とを表している。実質的な要因として，生活における不安感の増加が，生活

に対する不便さを感じさせる直接的な要因となっている。収入については，

収入増加が生活改善の直接的影響とはならず，収入減少のみが生活に対する

不便さを感じさせる影響要因となる。これらは，プロスペクト理論と整合的

であり，消費者生活の改善は損失に対して強く負の影響を受けている。労働

時間や負荷の変化は，消費者の生活改善に対して統計的有意な影響を与えて

はおらず，結果的に減収とならなければ，生活に対する不便さには影響を与

えない。情緒的要因では，社会全体として先を見据えたときに長引く焦燥感

が負の影響を与えている。身の回りの外的変化では，オンライン化の促進に

ついて負の影響が表れており，テレワークや遠隔授業などのオンライン化が

コロナ後も継続されることに対する懸念の表れと推察される。また，そもそ

も対面でしか成り立たない飲食関連の事業従事者にとって，オンライン化の

促進は負の影響だと捉えられているのかもしれない。特定物質へのニーズ

は，当初のマスク不足に象徴されるような物資の不足からの影響であるが，

他にもパルスオキシメーターや登山用酸素ボンベなどの特定商品に対する

ニーズの高まりも負の影響を与える。消費者は，コロナ禍のような状況で

は，他人の言動に敏感となり，集団意見に同調する行動をとる傾向がある。

社会の不確実な状況において，自分だけ取り残されたくないという心理が働

くためである。また，消費者自身に関する変化であるが，全体として有意な

要因として表れず，消費者ごとの異質性が大きいと推測される。この点につ

いては，以下の各種デモグラフィックスで区分けしたセグメンテーションご

との議論に含めることとする。
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２．３．１．性別モデル

性別モデル分析結果が示すように，コロナ禍を一年間経験して，女性の方

が生活の改善を大きく実感しているが，新型コロナがいつ終息するか分から

ずに悲観的になることで，依然と不便さを感じる影響は大きい。男性は収入

が減少すること，および日常生活で不安を感じる度合いが増加することで大

きな負の影響を受ける一方で，女性はそもそも減収による有意な影響は認め

られず，マスクのような特定商品への世間のニーズに対して敏感に反応して

生活の不便さを助長させている。また，性別による情緒的要因な差異で特徴

的なこととして，女性は物やサービスの所有志向が強く，東日本大震災後に

広まったシェアリングエコノミーとは正反対の意識変化が認められる。感染

回避の観点から，当然な意識変化であるものの，使い切りや小分けを意識し

た商品ラインアップを準備することは，今後とも必要となるであろう。一

方，女性は順応性も高く，当初は男性よりも悲観的な傾向を示していたが，

図表５：消費者意識変化の性別比較
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一年後に軽減された度合いは男性よりも大きいことが分かる。また，コロナ

禍では，ステイホームすることで自身の食生活や美容に触れる機会も多く，

女性の外面への関心が高まっており，屋外で活動するよりも，屋内でのスト

イックな筋トレなどにシフトしていると推察される。上述の男女別比較は，

図表５に示した。

２．３．２．年代別モデル

年代別モデルとして，若年層（１０-３０代）と壮年層（４０-６０代）で分析し

た結果によると，壮年層の方が実質的要因，社会および身の回りの変化に対

して敏感に反応することが分かる。一年間のコロナ禍での生活を経験して，

壮年層は生活の改善を強く意識してはいるものの，収入の減少にはとても敏

感で，新型コロナがなかなか終息しない悲観的な危機意識も持ち合わせてい

る。テレワークが推奨される最中，オンライン化促進に対しては生活改善に

負の影響を示しており，急速なオンライン化は壮年層に一定のストレスがか

かっていることを示唆する。また，健康に関する負の影響は，特に老年層で

の健康意識が高まっていることの表れである。図表６には，自助による解決

とオンライン化に関する年代別の意識調査結果を示す。２０２０年当初，２０-３０

代の若い世代での自助意識が相対的に高かったが，２０２１年には５０代の意識

が高くなっている。２０代後半から３０代にかけての年代では，結婚して第一

子をもうける時期２）も多く，外出自粛などにより社会との接点が希薄になっ

たことで，自力でなんとか家族を養わなければならないという強い決意の表

れだとも言える。また，５０代の自助意識が高くなった理由の一つとして，

オンライン化が促進されたことによる負の影響が考えられる。コロナ禍の初

期一年間，ITシステムを駆使しながら試行錯誤でテレワークを実施してき

たが，２年目以降となると効率的に使いこなすことが期待され，５０代以降の

年代でプレッシャーになっていると考えられる。

２）厚生労働省の人口動態統計によれば，平成２８年第一子をもうけたときの平均年
齢は，夫が３１．１歳，妻２９．４歳https://www.jinji.go.jp/hakusho/h29/1-2-01-1-3.html
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図表６：消費者意識変化の年代別比較
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２．３．３．就業別モデル

就業別モデルには，正規雇用の会社員および会社役員に自営業者を含めた

セグメント，非正規社員とパートで構成されるセグメント，学生と主婦を含

めた無職セグメントという３つに分化した。正規雇用セグメントの切片は統

計的有意性を示さず，定常的な生活改善を認めないが，そもそも労働と収入

に対して新型コロナによる影響をあまり受けていないとも考えられる。不安

の増加と収入の減少には負の影響を被ることを示しているが，正規雇用セグ

メントの人はコロナ禍でも比較的安定した生活ができていると推察される。

この一年間で，最も生活の改善が見られたのが非正規・パートのセグメント

で，非正規雇用やパートの職を失った場合でも，最低限の収入が得られる手

段を確保し，公的補助やその他のサポートを得ることで，コロナ禍当初の最

悪な状況からは脱した人が一定数いると思われる。無職セグメントは，主婦

や学生など被扶養者が多くを占めていることもあり，通常生活における不安

感，長引く焦燥感，オンライン化の促進，特定物質へのニーズなどが生活上

の不便さと関連性を有している。SNSによる情報発信は，生活の改善や不便

さとは直接的な関連性を有していないものの，外出自粛の推奨等に伴いSNS

活用の頻度と度合が増加３）している。図表７には，会社役員と自営業者，ま

たは会社員でも収入が減少した人は，そうでない人よりもSNSを情報発信

ツールとして活用したいとの強い意向を示している。コロナ禍における外出

自粛で，消費者は外界とつながる機会が薄れ，その代替手段の一つとして

SNSを情報発信ツールとしての利用意向を示している。特に，会社役員は対

面による従業員との対話する機会を失い，オンラインによるコミュニケー

ションに限定されたことで，全社会議などを頻繁に開催するようになり，そ

れと併せてSNSによる情報発信を活用したいという意思を表している。

３）例えば，アライド・アーキテクツ株式会社が２０２０年４月に実施した調査によれ
ば，コロナ禍以降，３４．５％ のユーザでSNS利用が増加したと報告している。
https://service.aainc.co.jp/product/echoes/voices/0028
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２．３．４．地域別モデル

地域モデルとして，関東以北を東日本，それ以外を西日本として分析した

結果によると，オンライン化の促進による影響以外の項目で西日本の方が，

生活改善に対する影響が大きいことが分かる。特に，切片では西日本の方が

２．６７倍大きく，コロナ禍における生活を一年経験して，生活の改善を実感

している。一方，収入の減少による負の影響度合いは西日本の方が大きく，

財務的環境変化にとても敏感であり，消費者行動では価格志向の高まりが推

測され，シンクタンクによる調査・分析でも指摘されている通りである。長

引く焦燥感，特定物質へのニーズ，不安感の増加に関しても，西日本の方が

生活改善への影響力は強く，実質的および情緒的な両側面で東日本を上回っ

ている。唯一，東日本の方が強い影響を受けるのがオンライン化の促進に関

する影響であり，西日本では統計的有意性さえ確認できない。これは，東京

を中心とした東日本の企業でテレワーク等によりオンライン化が急速に展開

され，そのことによる負の影響を懸念する度合いが高いことを示唆する。壮

年層でも同様の結果が得られたことを考慮すると，首都圏で交通産業や飲

食・ホテル業界などに従事する人を中心とした負の懸念，さらには高度IT

サービス活用に対する人に対するストレスなどが首都圏に集中していると思

われる。

図表７：消費者意識変化の就業別比較
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３．コロナ禍における企業のマーケティングIT戦略への示唆
本節では，上述の調査・分析結果にもとづき，まずは新型コロナが消費者

に与える心理的影響をマーケティングに関連させてまとめ，続いて３つの

マーケティングIT戦略について議論する。

３．１．新型コロナが与える消費者の心理的影響

日本では，いつ終息するか分からない社会に対する漠然とした不安，さら

に収入が減少して生活を圧迫するのではないかという懸念が，消費者購買に

大きな影響を与える。新型コロナの蔓延防止のためにロックダウンされた欧

州でも，Crosta et. al（２０２１）が心配や絶望感など消費者の心理的要因が，

生活必需品の購買に対して正の影響を与えると実証している。マスクなどの

特定商品ニーズが高まった経験から，消費者不安を引き起こさないために

も，企業は充分な品揃えと値段の高騰を避けた販売が求められる。コロナ禍

では，人々の自助意識の高まりとともに，企業は消費者に寄り添うことを意

識した商品やサービスの提供が必要とされ，それを実践する企業が消費者の

信頼を獲得する。例えば，第一回の緊急事態宣言が発出された直後，大手携

帯電話事業者は，遠隔授業のために追加のデータ通信容量を無償で学生に提

供した。外出自粛で銀行に行けない顧客向けに，大手銀行はインターネット

バンキングに関連する手数料を大幅に引き下げた。また，自宅待機を余儀な

くされた子供たち向けに，大手学習塾からは学習動画が無料で提供され，漫

画やゲームなどエンターテインメント系の無料コンテンツも多く見られた。

さらに，シャープが既存ラインでマスクを製造したり，トヨタ自動車がフェ

イスシールドを製造したりと，不足物資を補う活動を行った。アパホテル

は，積極的に新型コロナの軽症患者を受け入れた。このように，コロナ禍で

消費者が抱く不安の軽減に寄与できるマーケティング活動を企業が実践する

ことで，消費者との間で強固な信頼関係が構築される。そのために有効な

タッチポイントとして，企業による積極的なSNSの活用が挙げられる。ITや

オンラインサービスを上手く活用できている消費者の方が，社会での孤立感
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や不安感は少ないため，SNSを活用することで企業と消費者の信頼関係が確

立し，さらには購買へつながる。コロナ禍ではSNSを情報発信ツールと捉え

る人も多く，このような状況では企業のSNS情報発信の反応として，消費者

から有益なフィードバックも期待できる。Koch et. al（２０２０）は，欧州におい

てネットショッピングの売上拡大が一過性のもので終わらないために，SNS

を活用した消費者の購買体験の向上が必要だと指摘している。日本でも，

ネットショッピングの売上は大幅に拡大しており，実店舗ビジネスを主体と

した企業はオンラインへの転換を模索し，本格的なオムニチャネル戦略が期

待される。企業と消費者が直接オンラインでつながり，消費者に寄り添うア

ドバイスやサービス提供を行うことは，既にDirect-to-Customer（D 2 C）の

概念で実践される。もともとは，実店舗を有しないネットショップのマーケ

ティング手法として，ニッチなセグメントに顧客視点で有用な情報を共有し

ながら，同じ価値観を有する顧客を育成していこうというものである。コロ

ナ禍におけるD 2 Cに関しては，浦野・森（２０２１）も企業戦略の一つとして

指摘しており，オンライン化が促進されたコロナ禍の企業対応として一計の

余地がある。そもそもD 2 Cはインターネット上の新興企業が採択する戦略

であるが，大手企業もD 2 Cの概念を取り入れ，新たなブランド醸成の試み

が多く見受けられる。今後は大手企業でも，D 2 Cの概念を積極的に取り入

れて，顧客からの要望にいち早く適切にリスポンスすることが求められる。

これは，顧客の要望をいち早く取り込み，迅速に商品開発を行い市場投入す

るというアジャイルの概念と同義であり，コロナ禍でオンライン化が促進さ

れるに伴い，今後益々アジャイルな顧客対応が求められることであろう。

３．２．消費者意識のデータ化

現代社会は，消費者の購買履歴データやIoTデータなど，多様なデータで

溢れるビッグデータの時代である。これらデータにAIを活用することで，

消費者の現在および未来の購買行動が全て分かるという幻想が一部で抱かれ

ている。しかし，消費者の行動データ（Hard Fact）だけでは不充分で，本

１７２ 桃山学院大学経済経営論集 第６３巻第３号



研究で議論した意識データ（Mental Condition）が必要である。一般的に，

意識データ４）は自動的に測定できないため，消費者インタビューやアンケー

ト調査を実施しなければならない。定常状態における消費者行動を予測する

には，行動データで充分であるが，新型コロナによるパンデミックのような

状況では定常状態は崩れ，行動データだけで消費者の購買行動を予測するこ

とは大変困難である。実際は，パンデミックな状態だけではなく，日常生活

でも消費者の購買行動には意識的な関与が大きく反映される。行動経済学に

は心理会計という，金銭の入手方法や消費状況によって，消費者の購買反応

が異なるという概念がある。例えば，給料日直後に買い物に行くと，財布の

紐が緩み通常よりも多く購買してしまった経験はないだろうか。宮津・佐藤

（２０１５，２０１９）は，このような心理的な状況変化を購買履歴データから推定

し，消費者購買行動メカニズムの一端を明らかにした。そこで，一つ目の

マーケティングIT戦略として挙げるのは，消費者の意識を可視化すること

である。デジタルの領域では，スマホ画面にポップアップしてアンケート調

査を促す手法も存在するが，様々なデータ同士の掛け合わせや行動データか

ら消費者意識を推測する方法などが提案される。例えば，小売店舗には防犯

用に監視カメラが設置されているが，コロナ禍では画像処理して密を検出す

ることに利用された例もあり，それを利用することで購買時に消費者の顔の

表情を捉え，意識データとして収集することもできる。また，最近ではス

マートウォッチを利用している人も多く，購買時の身体や睡眠の状態を同時

に記録することで購買状況のデータ化が可能となる。コロナ禍を機に，消費

者の心理状態が購買行動に与える影響が注目され，マーケティング領域での

IT技術革新により，行動データに限定せず，多様な消費者データが測定で

きるようになった。特に，消費者の意識データは購買に密接に関連するた

め，今後マイクロマーケティングを高度化するためにも，企業は消費者の意

４）最近では，潜在的意識データとして，頭部に電極を取り付けて脳波を測定する
ニューロマーケティングの手法も実用化されており，商品開発や宣伝広告向けに
活用されている。
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識データを積極的に取り込んだマーケティングITシステムの構築が求めら

れる。

３．３．VOC（Voice of Customer）

社会交流の単位が縮小した分散組織では，小組織または個人単位での意思

決定を下す機会が多くなる。コロナ禍では，自助意識の高まりとともに，消

費者はSNSを情報収集の手段ではなく，情報発信ツールとしての利用を増加

させ，巷には消費者の声（Voice of Customer：VOC）が溢れている。消費

者は，外部とのつながりが希薄となり孤独を感じないよう自ら声を発し，そ

れに応えてもらえることを欲している。よって，企業はVOCに傾聴して素

早く適切に応答し，消費者に寄り添う姿勢を示すことで信頼関係を構築でき

る絶好の機会を得た。これまでは，インターネットのホームページで問い合

わせに対応していたものが，SNSの台頭により顧客エンゲージメントを小ま

めに高頻度で行う必要が生じた。企業のオフィシャルSNSアカウントだけで

なく，ユーザ同士のコメントや写真投稿などにも企業に向けたVOCが含ま

れている。そして，コロナ禍におけるマーケティングIT戦略として二つ目

に提唱するのが，SNSにフォーカスした顧客エンゲージメントのソーシャル

CRMである。ネットをクロールすることで，リアルタイムにキーワードに

合致したVOCの収集が可能であり，ソーシャルリスニングと呼ばれる第三

者サービスを購入することもできるようになった。従来のコールセンターへ

の受動的な入電情報と併せて，SNSで発信されるVOCを能動的に収集し，

適切な応答を内容にあったメディアで発信することが，これからのマーケ

ティングには求められる。この場合，企業の扱うデータ量は劇的に増加し，

もはや担当者がマニュアルで作業することは無理である。そこで活用すべき

は人工知能（AI）であり，テキストや画像情報からVOCを抽出して，最適

な応答を効果的なメディアで自動的に発信させる仕組みが望ましい。また，

前小節で述べた消費者の意識データの収集は，消費者の利用シーンにおける

表情やコメントなどをVOCの仕組みを介して取得できるようになるのだ。
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新型コロナを含め，様々な社会情勢の変化が消費者生活に刺激を与え，SNS

など多様な手段でVOCを創出している。企業は，VOCにもとづいてAI技術

を活用したソーシャルCRMを実践し，顧客の意図を汲んで迅速な対応を行

うマーケティングシステムを運用することで，コロナ禍以降も顧客との信頼

関係を維持し，売上増加が期待される。

３．４．アジャイル・マーケティング

対面を回避した新しいオンラインサービスが台頭する中，その普及と定着

のためには，これまで以上に購買体験を向上させ，消費者の自己実現を支援

することが重要となる。消費者は購買体験をSNSで共有し，企業はフィード

バックにもとづいて修正するといったアジャイルな創造が必要となる。ア

ジャイルとは，もともとはソフトウエア開発の概念で，計画の段階では厳密

な仕様を決めず，大まかな機能書にもとづいて開発を始め，途中での機能の

変更や追加を許容し，臨機応変に対処していくという開発手法である。ア

ジャイル開発の目的は，不確実な市場における消費者ニーズへ効率的に対応

する開発手法であり，アジャイル・マーケティングではその概念をマーケ

ティングに適用する。適用領域は大別して，商品開発と宣伝・プロモーショ

ンが考えられる。消費者ニーズの変化が激しい現代市場では，いち早く商品

に取り込んで市場投入することがビジネス成功のカギとなるため，一般商品

開発にもアジャイルを適用することで不確実性を最小限に抑えることが可能

となる。その際，商品は便益の束として可能な限りサービス化することによ

り，所有ではなくサブスクリプション提供できるため，商品の機能改善や追

加が容易となり，顧客満足と企業への信頼が増強される。サービスを開発す

る側の企業としても，独自のIT開発環境を有するのではなくクラウドサー

ビスを多用することで，スケーラブルで迅速に開発できるため，顧客満足を

向上するといった好循環に発展する。宣伝・プロモーションは，既にデジタ

ルマーケティングの領域で実践されており，直近のパフォーマンスデータに

もとづいて，ディスプレイ広告の出稿先やオーディエンス設定を日次または
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時間ごとでさえ変更することが可能で，効率的なデジタル出稿がなされてい

る。アジャイル・マーケティングを実践するためには，前小節のVOCから

得られる消費者ニーズを商品やサービスの開発に素早くフィードバックする

ことが必須となるが，コロナ禍以降SNSを情報発信ツールとして利用する傾

向が高まり，企業もそれにいち早く応えて顧客エンゲージメントを高めるこ

とが求められる。このように，コロナ禍におけるオンライン化の促進が一過

性のものではなく，恒常的にマーケティングの高度化へ発展していくために

も，企業のマーケティングIT戦略としてアジャイル・マーケティングが推

奨される。

４．まとめ
新型コロナによるパンデミックは，社会全体に影響を与え，消費者の行動

様式や価値観を変えた。このような状況で，どのような商品の売上が伸び，

どのカテゴリーで商品の買い控えが生じたかなどは購買履歴データを見れば

一目瞭然である。また，詳細な購買履歴データを分析することで，消費者の

購買行動変容を推定することも可能となる。しかし，消費者の行動変容の奥

に潜む意識や心情は，消費者調査を実施しなければ知り得ない。マーケティ

ングとは，商品やサービスが売れる仕組みを構築することであるが，その前

に消費者が有する価値観や行動様式，さらには社会の経済状況や成熟度を前

提として組み立てられていることを忘れてはならない。現代マーケティング

戦略の体系は，日本が高度経済成長期を経て，消費者の生活がある程度豊か

な状態にあることを前提としている。そして，高度なマーケティングテクノ

ロジーが開発された現代のビッグデータ時代では，マーケティング戦略は

データとITシステムによって構築されると言っても過言ではない。本研究

では，新型コロナが消費者に与える心理的影響を捉え，消費者の新たな価値

観や行動様式にもとづくマーケティングIT戦略を提唱した。社会における

オンライン化が促進され，新型コロナが終息したとしても，消費者と社会シ

ステムはそれ以前には戻らず，ニューノーマルが始まる。企業のマーケティ
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ング担当者は，企業競争に勝ち抜くためにも，ニューノーマルを前提とした

マーケティングIT戦略をいまのうちから準備しておくことが求められる。
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Corporate Marketing IT Strategy with Consideration of
Consumer Sentiment During COVID-19 Pandemic

MIYATSU Kazuhiro

Survey on consumer sentiment was conducted to explore impact on
changes in their sets of values during COVID-19 pandemic. This study
revealed self-support awareness and willingness to disseminate one’s
thoughts through SNS increased to evade isolation from society and that
firms became more considerate of customer needs to further develop
relationship. With such consumer sentiment changes and acceptance to
market, this study suggests three focus areas of corporate marketing IT
strategies to be competitive during and after COVID-19 pandemic.

Keywords : consumer sentiment, COVID-19, VOC, agile,
marketing IT strategy
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